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筆者が MIE 活動を最初に提言したのは、2018 年 1 月 18 日号の出版業界紙『新文化』に寄
稿した「教育現場に雑誌を！」である。もともと出版界に向けて MIE 活動を呼びかけた拙文

































いた 2010 年 3 月号までである。『小学三年生』と『小学四年生』は 2012 年 3 月号まで発行さ
れ、『小学二年生』は 2017 年 2・3 月合併号まで発行されていた。「出版学 1・2」の履修は、2
年生が中心であるので、2017 年度の履修学生までは、小学生時代に、すべての学年誌を閲覧で

























 そこで、出版科学研究所『2018 年版出版指標年報』により、雑誌の現状をみていこう。 
雑誌の推定販売金額は、1985 年に 1 兆円を突破し、1997 年に 1 兆 5,644 億円となった。雑
誌市場を検討するときに気をつけるところは、この金額には大手出版社のコミックス（漫画単
行本）や、ムックと呼ばれる雑誌形態の書籍が含まれていることである。この数字を除いた月
刊誌や週刊誌の定期誌だけでもピーク時に 1 兆 2,240 億円になる。 
 その後、一度も回復することなく雑誌市場は縮小を続け、2016 年に 7,339 億円（定期誌 4,681
億円）となって、41 年ぶりに書籍と雑誌の市場が逆転した。2017 年の雑誌は初の 2 桁減（10.8%
減）で 6,548 億円となり、1997 年ピークの 42％である。 
 なお、書籍をあわせた出版物の推定販売金額は 1 兆 3,701 億円である。13 年連続のマイナス
が続く中、全体でも前年比 6.9%減と最大の落ち込みとなった。 
情報環境が変化する中で、読者の雑誌離れを見るには、金額よりも販売部数を見ておくとよ
いだろう。1990 年代前半に販売部数は 39 億冊台となり、ほぼピークとなっている。2017 年
は 12 億冊程度でピークのおよそ 3 割である。直面する問題は、流通量の減少による輸送部門
で、従来のようなきめ細やかな刊行日配送が困難になったことである。図 1 に雑誌推定販売部
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数と販売金額の推移を示した。 














雑誌市場が衰退する中で、雑誌読者の現状はどうなっているのだろうか。2017 年 10 月に発
表された毎日新聞「読書世論調査」によると、普段、雑誌を読む人の割合を示す「雑誌読書率」






































































同調査は、毎年 5 月に行われ、児童生徒へのアンケート調査で、1 か月間の読書について聞
いている。図 2 に過去 31 回分の 5 月 1 か月間の平均雑誌読書冊数の推移を示した。1987 年か
ら 10 年ごとの冊数では、小学 4～6 年生で、8.5 冊、6.9 冊、6.7 冊、2.9 冊、中学生で、7.9
冊、5.7 冊、4.9 冊、1.5 冊、高校生で、7.3 冊、5.1 冊、3.4 冊、1.0 冊と減少しており、なかで
も、この 10 年間の減少傾向が目立っている。 
 
 
図 2 過去 31 回分の 5月 1 か月間の平均雑誌読書冊数の推移 
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本や雑誌を１冊も読まない者を「不読者（0 冊回答者）」、その割合を「不読率」と呼ぶ。図
3 に過去 31 回分の雑誌不読者の推移を示した。80 年代から 90 年代は 1 割台を維持していたも
のの 90 年代後半から上昇を始め、2000 年前後に相次いで 2 割を超えた。すでに述べたように、
小学館の学年誌が全部そろっていたのは 2009 年度までである。この年の小学生の不読率は
29.7%で、翌年から 3 割台に上がる。2017 年には小学 4～6 年生で 48.3％、中学生で 59.2％、


























                                                          
1 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/004/gaiyou/1377051.htm 




























ための具体的方策として、「学校図書館図書整備等 5 か年計画」（2017 年度～）では、図書整
備として 5 か年で 1,100 億円（単年度で 220 億円）の予算を計上している。同時に、新聞配備
としても 5 か年で 150 億円（単年度で 30 億円）を予算化した。しかし、ここでも雑誌配備の
予算化はされていない。 
 どうやら、学校図書館の資料や探究型学習の教材として、図書（書籍）と新聞の谷間で雑誌
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が抜け落ちているようである。2018 年度に閣議決定した「子供の読書活動の推進に関する基本
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６．日本新聞協会による NIE の普及 
 
MIE 活動を推進するにあたって、NIE の実践に学ぶことは大きいといえよう。NIE の普及
と新聞業界の関わりを振り返ってみよう。 




日本新聞協会は、NIE 専門部会を設置して海外の NIE 活用事例を視察するなど、国内におけ
る NIE の組織化に力を注いだ。1987 年には、全国新聞教育研究協議会第 30 回全国大会（東
京）に於いて NIE の研究発表が行わることとなる。 
1990 年以降、新聞界と教育現場の協力関係によって、NIE 活動が全国展開するようになっ
た。1996 年には東京で第 1 回 NIE 全国大会が開催され、パネルディスカッションのテーマは
「報道・取材と教育の現場－NIE 運動の可能性を求めて－」である。2005 年に NIE 学会の設
立と新聞界と教育現場は着実に協力関係を進めることとなる。NIE の広がりが本格化したのも
この時期である。新聞社は推進協議会への協力や支援をはじめ、学校への記者の講師派遣や各
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